
業務区分 項目 市の考え

上下水道一体のウォーターPPPの可能性について 　今回は下水道単独でウォーターPPPの導入検討を進めています。

更新支援型の可能性について 　更新支援型になる可能性はありますが、本市の課題を鑑みて、更新実施型の検討を進めているところです。

　対象業務の実施数量等は実施方針(案)において10年間分の想定を提示します。
　ただし、あくまで想定であり、事業開始後に実施数量の変動が見込まれるため、毎年度実施する市と事業者の協議で実
施数量及び費用に関する年度協定を締結します。

　市の要望や課題への対応等によって当初の想定に含まれない業務が発生した場合、事業者からの提案事項を除き、変更
の対象とします。

プロフィットシェアについて
　プロフィットシェアの内容は事業者からの提案によるものとし、シェア割合は市と事業者の協議により決定し、本市下
水道事業のPR活動等にかかる費用に用いることも考えられます。

　物価変動等への対応として年度協定締結時にその年度の4月1日時点の設計単価で事業者が算出した官積算の価格に、事
業者選定時の提案価格と市が示す参考価格の比率を乗じて算出する予定です。
　また、年度途中での急激な物価変動は通常の公共工事と同様にインフレスライドを適用します。

　諸経費は10年間の総業務費に対してではなく、年度協定単位で算出します。

事故等の緊急時の体制について
　事業者により、本事業の実施に伴って第三者及び本事業の対象施設に損害を与えた場合を対象とした対応マニュアルを
策定し、被害を最小限に留めるよう対応方法や体制等を定めていただくこととします。

災害等の緊急時について

　事業者選定時の技術提案において、南海トラフ地震等を想定した被災時の初動体制について提案いただき、事業者選定
後に市と事業者の協議のもと、提案内容を盛り込んだ下水道法第15条の2に基づく災害時維持修繕協定を締結することと
します。
　なお、刈谷市下水道BCPは公募時に公表する予定です。

　参加要件に単独企業と企業グループの構成企業に対する地域要件を設定しないため、地元企業を企業グループに含める
かどうかは任意です。
　ただし、事業者選定時には計画的維持管理業務の修繕、改築工事における地元企業への発注割合を評価の対象としま
す。
　この場合の発注割合とは対象業務の事業費のうち、地元企業である構成企業が担う割合と市外の構成企業から地元企業
に再委託した割合の合計を指します。
　詳細については、優先交渉権者選定基準にて公表する予定です。

　事業者選定時に市民向けの出前講座や各種イベントへの参加など、任意事業として地域活性化につながる提案を求めま
す。

実施体制について

　マンホール蓋の開閉を伴う作業等を行う場合は酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者の資格を有する者を配置してくださ
い。
　また、下水道法に規定された資格やその他法令上必要な資格、事業者自らが必要と認める資格、経験を有する者を配置
してください。
　なお、単独企業や企業グループの構成企業、協力企業を問わず、業務ごとに適正な有資格者を配置することとし、主要
な業務以外の再委託は可能です。

統括責任者の要件について

　統括責任者は構成企業の適切な管理・調整や要求水準遵守のためのセルフモニタリングといった重要かつ難易度の高い
役割を求めており、本事業の根幹をなすものであると考えているため、公共インフラ施設の維持管理等に関する官民連携
事業の実績を有する者とします。
　なお、実績は他自治体で現在進行中の事業や副統括責任者の実績等も対象とします。
　また、やむを得ない理由があると市が認めた場合、統括責任者を変更することを認めます。

副統括責任者の要件について

　副統括責任者は官民連携事業の実績の有無によらず、一般的な下水道管路施設の工事や設計、点検調査等の実績を要件
とする方針であり、統括責任者の補佐として統括管理業務を担うこととします。
　副統括責任者の人数は規定しませんが、市が想定する人数よりも多く配置した場合でも事業費の増額は行いません。
　また、本事業で副統括責任者を務めた実績は次回以降の本市ウォーターPPPの統括責任者の要件を充足します。
　なお、副統括責任者は市の許可を受けた上で変更することを認めます。

統括責任者の専任・常駐について
　統括責任者と副統括責任者の専任や常駐については規定しません。
　統括責任者は重要な打合せ等に必ず出席するなど、主体的に統括管理業務を実施することとし、副統括責任者は統括責
任者不在時の連絡調整などの補佐を担うこととします。

統括管理について
　主な業務は業務計画書（全体、年間、月間）と業務報告書（全体、年間、月間）の作成や業務計画書に基づく進捗管
理、市や関係機関との連絡調整等を行うものです。
　詳細は要求水準書（案）として明記します。

　主な業務はストックマネジメント計画策定に用いるための点検・調査や修繕・改築の情報をはじめ、日常的な維持管理
や緊急対応等の情報を記録するもので、複数の業務の調整を行った上で各業務の進捗や情報を一元管理するものです。
　なお、本業務は再委託を認めます。

　現在は管路施設ごとの施設情報や維持管理情報をエクセル形式で管理していますが、本事業の開始までに台帳システム
の更新が行われた場合は台帳システムに直接入力して管理することになります。
　なお、台帳システム自体の更新は本事業の対象外です。

　下水道台帳の情報が現地と異なる場合、市の確認を受けた上で測量作業を伴わない程度の軽微な修正を行うこととしま
す。
　その際、調査時に作成した平面図や調査結果記録表等の資料もあわせて市へ提供することとします。
　なお、修正の内容等によっては変更の対象とする可能性があります。

　中立的な立場から行う外部機関による第三者モニタリングを実施する場合、「下水道事業におけるモニタリング機関の
あり方検討会」の報告書を考慮し、費用等については市と事業者双方が負担することにより中立性を確保します。

　モニタリングの結果、要求水準が未達で事業者が自ら定める改善措置の実施を確認できなかった場合、統括管理業務に
係る委託料の支払額からの減額もしくは契約解除を行います。
　なお、年度協定に基づいて実施数量や費用を設定する計画的維持管理業務等は各年度の出来高により清算するものと
し、計画実施数量が未達の場合、協定締結額より減額します。

巡視について
　主な業務は下水道管路が埋設された国道や県道の地上部（合計約31km）を1回/年の頻度で目視するもので、異状が疑わ
れる場合、必要に応じて点検・調査を行い、状況を確認した上で市に報告するものです。
　頻度や方法は道路管理者からの指示により変更となる可能性があります。

　主な業務は排水不良のおそれが高い箇所のマンホール蓋を開けて地上部からマンホール内を目視した結果、堆積物や排
水不良、破損等により緊急対応（清掃、修繕）が必要と判断した場合、市に報告するものです。

　市が定める業務指標を「閉塞予測箇所の管路つまりの防止」とし、目標は100%とします。
　なお、閉塞予測箇所とはつまり点検の対象箇所を指します。
　また、ストックマネジメント計画における未調査箇所も本業務指標の対象です。

　現在は月次でマンホール70基と接続桝1基、週次でマンホール50基のつまり点検を行っていますが、本事業開始後は毎
年度実施する市と事業者の協議で対象施設や数量を決定します。
　なお、本市には公共桝はなく、取付管に接続する接続桝は公共施設を除き全て民間管理です。

　主な業務は巡視やつまり点検、ストックマネジメント計画に基づく点検・調査、通報による現場対応等の結果、清掃が
必要と判断した場合、市に報告の上で高圧洗浄車等を用いてつまりを解消するものです。
　つまりの原因がラード等によるもので管路施設に破損がないことが明らかな場合を除き、清掃後に本管や取付管の異状
の有無をTVカメラ等で確認します。

　緊急対応に伴い必要となる清掃は令和2年度から令和6年度の平均清掃延長488m×10年=4,880m、処分量を130㎥と想定し
ています。
　点検・調査に伴い必要となる洗浄と清掃は点検・調査の想定延長をもとに10年間でそれぞれ90,270mと31,680m、処分量
を416㎥と想定しています。

統括管理業務

情報管理について

セルフモニタリングについて

つまり点検について

清掃（緊急対応含む）について

刈谷市下水道ウォーターPPP導入検討説明会（令和7年10月31日）及びアンケート調査実施後の検討状況

※現時点での検討内容に基づくものであり、今後変更する可能性があります。

事業スキーム全般

対象業務について

修繕、改築に係る委託費について

地域貢献・地域連携について



修繕（緊急対応）について
　主な業務は清掃や点検・調査の結果、早急な修繕が必要と判断した場合、部分的な補修や更生、布設替えを実施するも
ので24件/年を想定しています。

住民対応（通報受付）について

　主な業務は市民等から通報があった場合、詳細な通報内容をまとめ、結果を市へ報告するものです。
　対応時間は24時間年中無休としますが、休日・夜間の通報が年間数件であるため、事務所等への24時間年中無休の常駐
を求めているのではなく、通報を受けることができる連絡体制を整備し、必要に応じて現場確認や作業を行うことを求め
ています。

　主な業務は通報受付後に現地確認と原因の調査を行い、緊急対応が必要と判断した場合、市に報告した上で清掃や修繕
等を実施し、原因や作業内容等を通報者に説明するものです。
　なお、緊急対応が必要な場合の市への報告は電子メール等を想定しており、市の承諾を受けずに作業することは可能で
す。
　ただし、現場状況や作業内容等によっては市から指示をする可能性があります。

　現在の現場対応の流れは市民等から通報を受けて現場確認を行った後、原因が民地内の排水設備の場合は排水設備工事
指定工事店を紹介し、原因が市の管理する施設の場合は緊急委託業務に関する協定に基づき、対応が可能な企業に清掃や
修繕等を依頼します。
　また、交通規制を伴う場合、着手前に市から警察と道路管理者へ申請を行い、作業完了後に規制解除の連絡をします。
　所要時間は通勤ラッシュ時を除き、連絡を受けてから概ね90分以内に現場確認をしており、業務指標として「通報受付
から現場駆け付けまでの時間」を定め、具体的な時間は事業者からの提案とします。

　作業を行う上で交通規制を伴う場合、警察と道路管理者へ交通規制の申請が必要となるため、事業者からの申請方法に
ついて調整中です。

　主な業務は事業所等から下水道へ流入する下水の試料採取と水質検査（事業所排水：1回/年、雨水吐室・雨水幹線放流
水：1回/四半期）で、採取方法は日本産業規格(JIS K 0094)工業用水・工場排水の試料採取方法、分析方法は下水の水質
の検定方法等に関する省令に定める方法とし、毎年度実施する市と事業者の協議で調査箇所や回数等を決定します。
　なお、調査を実施する機関の指定はなく、試料採取と水質検査は再委託を認めます。

　現在は約80箇所/年の調査を実施しており、対象となる事業所や分析項目は公募時に公表する予定です。

　試料採取を行う者は市が発行する身分証明書を携帯することとし、作業に当たって市の立ち会いは不要ですが、水質調
査の結果、市による事業所への指導等が必要となる場合、事業者に同行を依頼することがあります。

　主な業務は下水道法に基づき、雨水吐室2箇所（中山町雨水吐室、天王町北雨水吐室）で採取条件（無降雨期間2日以
上、総降雨量10～30mm）に適合する降雨時に1回/年の水質調査を実施するものです。
　分析項目は室内検査（BOD）と現場検査（雨水吐室流入量、河川への放流水量）で、分析方法は下水の水質の検定方法
等に関する省令に定める方法とします。
　試料採取を行った結果、採取条件に適合せず、複数回の採取が必要となった場合でも変更はしません。

　境川浄化センターでの試料採取は市から(公財）愛知水と緑の公社に発注するため、採取時期の調整を行うこととしま
すが、事業者から公社への発注については協議していきます。

　主な業務はストックマネジメント計画に基づく点検・調査で、点検とは施設の状態を把握するとともに異状の有無を確
認すること、調査とは施設・設備の健全度評価や予測のため、定量的に劣化の実態や動向を確認することを指します。
　本事業の期間内では点検約41km、調査約118kmと想定していますが、詳細については市と事業者の協議の上で締結する
年度協定で決定します。

　点検・調査方法はストックマネジメント計画の点検・調査計画でリスク値や管径、管種、埋設条件等に応じた標準的な
手法を規定しており、標準的な方法以外を採用する場合は市の承諾が必要となります。

　現在のストックマネジメント計画では口径800mm以上の管路は潜行目視調査を基本としており、口径800mm以上2000mm未
満の管路のうち、延長100m以上の管路は大口径カメラ調査を想定しておりますが、管路内の状況や各種基準の見直し等に
より調査方法の変更を行う可能性があります。

　市が定める業務指標として「計画に対する点検・調査実施率」と「社会的影響が大きく（緊急輸送路下）、大規模陥没
が発生しやすい（口径1000mm以上）管路の調査率」を想定しており、前者は年度協定に対しての実施率、後者はストック
マネジメント計画の計画期間ごとの調査率とし、どちらも100%を目標とします。

　下水道管路管理総合技士または下水道管路管理主任技士もしくは下水道法に規定された資格を有する者を配置してくだ
さい。

　主な業務はストックマネジメント計画に基づく修繕・改築で、修繕とは老朽化した施設を当該施設の所定の耐用年数内
において機能を維持させるために行われるもの、改築とは更新（既存の施設を新たに取替えること）または長寿命化対策
（既存の施設の一部を活かしながら部分的に新しくすること）により所定の耐用年数を新たに確保するものを指します。
　本事業の期間内では過去の調査結果から修繕・改築約110kmと想定していますが、詳細については市と事業者の協議の
上で締結する年度協定で決定します。

　令和11年度までは刈谷市下水道ストックマネジメント計画（第2期）に基づいた年度協定を締結しますが、令和9年度ま
での修繕・改築の進捗状況によっては計画と差異が生じる可能性があるため、実施数量の見込みは改めて公募時に公表す
る予定です。
　また、令和12年度以降は事業者が作成した修繕・改築計画を反映させたストックマネジメント計画に基づいて年度協定
を締結します。

　修繕・改築工事の完了検査と工事成績評定の運用は契約検査課と調整しています。
　また、工事中の事故等による入札参加資格停止処分は刈谷市入札参加資格停止要領第4条第2項に基づき、明らかに責を
負わないと認められる構成企業は入札参加資格停止の対象外となる可能性があります。

　修繕・改築を実施する企業は刈谷市入札参加資格者名簿に土木一式工事で登録されていることとし、国や地方公共団体
が土木一式工事で発注した工事で元請けとして過去10年間に工事を完了・引き渡した実績が必要です。
　また、構成企業や協力企業を問わず、刈谷市入札参加資格者名簿で市内に本店として登録されている事業者を優先して
選定してください。

　市が定める業務指標として「計画に対する修繕・改築実施率」を想定しており、年度協定に対する実施率100%を目標と
しますが、今後、提示する予定のリスク分担表に基づき、事業者の責ではないと判断される場合はペナルティの対象外と
します。

　マンホール本体とマンホール蓋の修繕・改築は年度ごとの上限額を決めて実施する予定ですが、詳細は検討中です。

　主な業務はストックマネジメント計画に基づく管路施設の修繕・改築に必要な調査や設計、積算であり、積算基準や歩
掛表（国交省、愛知県）、下水道用設計標準歩掛等に準拠して業務を実施することとします。
　また、工事内訳書に明細書や代価表、その他積算を行うにあたっての根拠資料を添付して提出することとします。
　なお、官積算は国費補助申請やプロフィットシェアの基準額として活用することの他、年度協定による年間事業費の算
出や起債申請資料の作成、会計検査の対応等のために使用します。

　管理技術者と照査技術者は技術士（総合技術監理部門（下水道）、上下水道部門（下水道））もしくは下水道法に規定
された資格を有する者を配置してください。
　なお、管理技術者と照査技術者はストックマネジメント計画策定・見直し業務と兼ねることが可能です。

　市が保有する土質情報等は詳細設計時に提供することが可能です。

　主な業務は令和7年度から令和11年度を対象とした刈谷市下水道ストックマネジメント計画（第2期）に続く、計画期間
5年ごとの計画案の策定と見直しであり、ウォーターPPPの事業期間は令和10年度から令和19年度を想定しているため、第
3期（令和12年度から令和16年度）と第4期（令和17年度から令和21年度）の策定が対象です。
　なお、点検・調査の結果や事業の進捗等に伴うストックマネジメント計画の随時見直しが可能です。
　具体的な業務内容はリスク評価基準・長期シナリオの設定や点検・調査計画の策定、修繕・改築計画の策定、緊急度の
判定等となります。

　マンホールポンプ等は本事業の対象施設に含まれていないため、本業務の対象外となりますが、本市のストックマネジ
メント計画から除外するものではなく、本業務で作成する修繕・改築計画等と合わせて刈谷市下水道ストックマネジメン
ト計画として作成します。

　管理技術者と照査技術者は技術士（総合技術監理部門（下水道）、上下水道部門（下水道））もしくは下水道法に規定
された資格を有する者を配置してください。
　なお、管理技術者と照査技術者は詳細設計業務と兼ねることが可能です。

その他 　会計検査等を受検する際は調査官の許可を得た上で各業務担当者の同席を依頼する場合があります。

計画的維持管理業務

点検・調査について

修繕・改築について

詳細設計について

ストックマネジメント計画策定・見直しについて

日常的維持管理業務

住民対応（現場対応）について

水質調査（事業所排水他）について

水質調査（合流改善）について


